
米国と中国の関係など第3節

1 	米国と中国との関係（全般）	米国と中国との関係（全般）

1	 IMF公表数値（2021年4月時点）による。
2	 同上

世界第1位の経済大国である米国（2020年
GDP約20兆9,328億米ドル1）と第2位の中国
（2020年GDP約14兆7,228億米ドル2）との関係
については、中国の国力の伸長によるパワーバラ
ンスの変化、貿易問題、南シナ海をめぐる問題、
台湾問題、香港問題、ウイグル・チベットをめぐ
る中国の人権問題といった種々の懸案などによ
り、近年、両国の政治・経済・軍事にわたる競争
が一層顕在化してきている。特に、トランプ政権
以降、米中両国において相互に牽制する動きがよ
り一層表面化していることに強い関心が集まって
いる。2021年1月、米政府は、2018年2月に大
統領承認を受けた「インド太平洋のための米国の
戦略的枠組み」について、秘密指定を解除して一
部公開した。同文書は、トランプ政権期の3年間
に国家安全保障戦略を実施するための包括的な戦
略的指針として機能してきたものであり、中国が
新たな反自由主義の勢力範囲を確立することを防
ぎつつ、米国の戦略的優越を維持していくことを
国家安全保障上の課題として掲げている。また、
このための取組を検討するにあたり、中国が、米
国とその同盟国やパートナーとの関係の解体を目
論み、また関係の喪失によってもたらされる力の
空白や機会を利用するとの考えを示している。こ
うした点も踏まえて導かれた中国に対する取組と
して、中国によって世界市場が歪められ、米国の
競争力が損なわれることを阻止すること、米国産
業のイノベーション上の対中優位性を維持するこ
と、中国が米国やその同盟国とパートナーに対し
て軍事力を行使することを阻止し、紛争の各種様
相における中国の活動を打ち破るための能力や構
想を向上させることなどが挙げられている。特に、
軍事面においては、いわゆる「第一列島線」内に
おいて、中国による空域及び海域での持続的な優
位性を拒否する能力や、台湾を含めたいわゆる

「第一列島線」に位置する諸国家などを防衛する
能力の保有を目指すこととしている。貿易問題に
ついて、トランプ政権は、中国による長年の不公
正な貿易慣行を理由に、同年6月以降、段階的な
輸入関税引上げなどを通じて中国に対する厳しい
対応を行ってきた。これに対し、中国側も、対抗
措置として段階的な輸入関税の引上げなどを行っ
てきていたが、米中両国は2020年1月、中国に
よる対米輸入拡大を柱とする第一段階の合意に至
り、両国は追加関税の一部引下げも行った。
機微技術や重要技術をめぐって、米国は、中国

に対する警戒感を強めている。米国は、国家安全
保障戦略において経済安全保障を国家安全保障と
位置づけ、機微技術や重要技術の保護・育成に力
を入れている。例えば、同年3月、5Gに関し、米
国の安全保障にリスクを与える通信機材やサービ
スを、政府補助金を使用して購入することを禁止
するとともに、これらを米国のネットワークから
排除することを目的とする法律が成立し、また、
同年5月、米商務省は、中国のファーウェイへの
規制を強化する方針を発表した。さらに同月、米
国防省は、同年3月にホワイトハウスが発表した
「5Gの安全を確保するための米国家戦略」を踏ま
え、「国防省5G戦略」を発表した。同戦略では、
5Gが極めて重要な戦略的技術であり、長期的な
経済的及び軍事的優位の獲得を左右するものであ
るとしたうえで、技術開発や5Gの脆弱性緩和に
努めるとともに、同盟国などとの連携を図るとし
ている。一方、中国は、2019年の国防白書におい
て、米国が軍事技術及び軍事体制の刷新を行い、
絶対的な軍事優勢を得ることを追求していると指
摘しつつ、軍事領域における人工知能など、先端
科学技術の応用が加速し、国際軍事競争の構造に
歴史的な変化が生じているとしている。また、
2020年10月に開催された中国共産党第19期中
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央委員会第5回全体会議（五中全会）において、
科学技術の自立を国が発展する上での戦略的支柱
と捉え、科学技術の革新の体制・メカニズムを整
備しなければならないとしている。
また、米国は、米国の企業秘密の窃取、人権侵
害への関与、さらには南シナ海における軍事化な
どの行動などを理由として、特定の中国人に対す
るビザ制限や、米国からの輸出を規制するエン
ティティ・リストに中国企業を追加するなどの措
置を実施した。それに対し中国も、米国と同様の
エンティティ・リスト制度を新設するとともに、
国家の安全と利益にかかわる技術などの輸出を管
理する輸出管理法を成立させた。さらに、2021
年1月には、外国の法律などの不当な域外適用か
ら中国企業などを保護することを目的とした規則
を新たに成立させた。

3	 米国「国家防衛戦略」（2018年1月）による。

さらに、2020年7月、米国は知的財産権の窃取
に関与しているなどの理由から、在ヒューストン
中国総領事館を閉鎖したが、中国はそれに対抗す
る形で、在成都米国総領事館を閉鎖し、米中間の
現在の局面は、中国側が望んだものではなく、責
任は完全に米側にあるなどと表明した。
米中の技術分野における競争は、バイデン政権

発足後、米国防省高官が、技術的競争の問題が米
中関係において一層重要性を増していることは明
らかである旨発言していることを踏まえれば、今
後一層激しさを増す可能性がある。
中国は自国の「核心的利益と重大な関心事項」

については妥協しない姿勢を示している一方、米
国は自国の安全保障のために妥協しない姿勢を示
しており、今後、様々な分野において、米中の戦
略的競争が一層顕在化していくとみられる。

2 	インド太平洋地域における米中の軍事動向	インド太平洋地域における米中の軍事動向

1　全般

トランプ政権において、米国は、中国を含む修
正主義勢力による長期的な戦略的競争の再出現を
米国の繁栄及び安全保障に対する中心的な課題で
あるとしたうえで、中国が軍近代化などを通じ、
近い将来に向け、インド太平洋における地域覇権
を追求しているとの認識3を示してきた。こうし
た米国による対中抑止の姿勢は、バイデン政権で
も大きな変化はないとみられている。2021年2
月、バイデン大統領は、外交方針に関する演説に
おいて、中国を「最も深刻な競争相手」であると
名指しした上で、同月の国防省における演説で、
インド太平洋や世界での利益のために中国がもた
らす課題に対応する必要がある旨言及した。また、
同演説において、国防省内の中国タスクフォース
の存在に触れ、今後数か月以内に同タスクフォー
スから、オースティン国防長官に主要な優先事項
と決定事項に関する提言を提供すると発表した。
さらに、同年3月、米国は、国家安全保障の戦略
指針を暫定版という形で公表し、中国について

は、「安定し開かれた国際システムに深刻な挑戦
を呈し得る経済、外交、軍事、技術力を有する唯
一の国」としている。同月の議会公聴会において、
デービッドソンインド太平洋軍司令官は、インド
太平洋地域での軍事バランスは、米国と同盟国に
とって好ましくない状況になっており、中国によ
る現状変更のリスクが高まっていると指摘し、中
国がルールに基づく国際秩序における米国の指導
的役割に取って代わるという野心を加速させてお
り、台湾に対する野心が今後6年以内に明らかに
なる旨証言した。このような米国の認識に対し、
中国は、時代遅れのゼロサム思考を捨て、理性的
で実務的な対中政策をとるよう望む旨言及してい
る。
中国は、2017年10月の中国共産党の党大会に

おいて、国防と軍隊の近代化の目標として、今世
紀中葉までに「世界一流の軍隊」の建設を勝ち取
るなどと表明し、軍事力を急速に発展させている。
中国は「世界一流の軍隊」の定義について明らか
にしていないが、米国は、2020年の米国防省年
次報告書において、米軍と同等又は場合によれば
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それを超える軍隊を建設することを目指しうると
評価している。また、同報告書では、こうした中
国の軍事力について、中国軍は艦艇数や地上発射
型のミサイルの数など一部の分野で既に米国を上
回っていることや、米国を脅かすことができる地
上発射型ICBMの弾頭数が、今後5年間で約200
発に増加すると指摘している。
さらに、米国は、2019年8月に失効したロシア
との中距離核戦力全廃条約（INF条約）に関し、
同条約の枠組みの外にあった中国が地上発射型の
ミサイルの戦力を強化してきたことに対し、軍備
管理交渉に中国を含めるべきであると主張した。
また、米国は、2021年2月に延長の決定が行われ
た新戦略兵器削減条約（新START）の延長交渉
の過程においても、同様の主張をしており、中国
のミサイル戦力強化に一定の歯止めをかけたい意
向を示してきている。しかし、中国は、まずは米
国が率先して軍縮を実施するべきとして一貫して
拒否4している。
また、米国は日米安全保障条約第5条が尖閣諸
島に適用される旨繰り返し表明しており、2017
年2月、トランプ政権下での初の日米首脳会談の
共同声明においては、尖閣諸島への同条約第5条
の適用に明示的に言及する形で確認し、バイデン
政権発足後も首脳電話会談、防衛相会談及び外相
会談の場並びに2021年3月の日米「2＋2」共同
発表などにおいて、同方針を継続して確認してい
る。これらに対し中国は、強く反発している。ま
た、南シナ海をめぐる問題について、米国は、海
上交通路の航行の自由の阻害、米軍の活動に対す
る制約、地域全体の安全保障環境の悪化などの観
点から懸念を有しており、中国に対し国際的な規
範の遵守を求めるとともに、中国の一方的かつ高
圧的な行動を累次にわたり批判している。また、
中国などによる行き過ぎた海洋権益の主張に対抗
するため、南シナ海などにおいて「航行の自由作
戦」を実施しているほか、南シナ海の非軍事化を
求めている。
このように、中国が経済成長などを背景に急速

4	 2019年12月11日付の中国外交部HPによる。
5	 ASIA	MARITIME	TRANSPARENCY	INITIATIVE	MARCH	5,	2020
6	 ASIA	MARITIME	TRANSPARENCY	INITIATIVE	DECEMBER	4,	2020

に軍事力を強化する中、米中の軍事的なパワーバ
ランスの変化が、インド太平洋地域の平和と安定
に影響を与え得ることから、南シナ海や台湾をは
じめとする同地域の米中の軍事的な動向について
一層注視していく必要がある。

2　南シナ海

中国は、2014年以降、南沙諸島において急速
かつ大規模な埋立てを実施してきた。2015年の
埋立て完了後、2016年7月の比中仲裁判断にお
いて、中国の埋立てなどの活動の違法性が認定さ
れた後も、この判断に従う意思のないことを明確
にして、同地域の軍事拠点化を進めている。
また、中国は、2020年7月に西沙諸島で軍事演

習を実施するとともに、同年8月には中距離弾道
ミサイルを発射したとみられ、また、同年12月に
は空母による軍事演習を実施するなど、南シナ海
における軍事活動も活発化させている。
さらに、中国は、軍のみならず、海警法におい

て「海上法執行機関」とされている海警やいわゆ
る海上民兵を活用して、周辺諸国に対しての圧力
を強めている。フィリピンが事実上支配している
ティトゥ島周辺において、同年3月時点において、
450日間以上ほぼ恒常的に活動を実施してフィリ
ピンの同島の改修計画の進行を遅らせる結果に
なったと指摘5されている。また、中国が事実上支
配しているスカーボロ礁において、2019年12月
から1年間、海警船が300日近く活動しており、
前年と比較して顕著な増加が見られると指摘6さ
れるなど、新型コロナウイルス感染症の拡大にも
関わらず、南シナ海における中国のプレゼンスを
高めているとみられる。さらに、2020年4月、西
沙諸島において、ベトナム漁船と海警船が衝突し
て同漁船は沈没したほか、同年5月には、海警船
がフィリピン漁業者の操業を妨害するなど、周辺
諸国の南シナ海における漁業活動に支障が生じる
事案も発生している。2021年2月には、海警の権
限などを規定した海警法が施行されたが、同法
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は、曖昧な適用海域や武器使用権限など、国際法
との整合性の観点から問題がある規定を含んでお
り、周辺諸国から中国の動きに対する懸念の声が
出ている。フィリピンは、外相が海警法に関して、
外交ルートで抗議を行ったことを明らかにし、さ
らに、ベトナムは、外務省報道官が「ベトナムは
関係国に対して、南シナ海におけるベトナムの主
権、主権的権利、管轄権を尊重し、責任を持って、
また誠実に、国際法及び国連海洋法条約を履行
し、緊張を高める行動を避けるよう求める」など
とコメントした。
米国は、従来、南シナ海をめぐる問題について
中国の行動を批判し、また、「航行の自由作戦」な
どを実施してきたが、トランプ政権以降、中国の
こうした動きに対して、一層厳しい姿勢を示すよ
うになってきている。
2020年7月、米国は、「南シナ海における海洋
に関する主張に対する米国の立場」と題する国務
長官声明を発出し、南シナ海の大半の地域にまた
がる中国の海洋権益に関する主張について、不法
だと非難した。さらに同年8月、米国務省は、中
国による南シナ海の軍事化などに関する制裁とし
て、中国に対する個人を対象としたビザ制限を発
動する旨発表した。この際、同省高官は、今回の
制裁は南シナ海における有害な活動に関する制裁
として、多くの手段がある中で手始めとしてなさ
れるものである旨言及した。同日、米商務省は、
中国軍が南シナ海において人工島を建設・軍事化
していることを支援したとの理由から、中国企業
24社をエンティティ・リストに追加したと発表
した。バイデン政権発足後も、ブリンケン国務長
官が、中国による南シナ海での海洋権益に関する
主張について米国は拒否するとしたうえで、中国
の圧力に直面する東南アジア諸国とともに立ち上
がると表明し、一貫した対中抑止の姿勢を示して
いる。
また、米国は、南シナ海における軍事的な取組
を強化させてきている。「航行の自由作戦」を頻繁
に実施するとともに、同年7月、2014年以降初め
て2個空母打撃群による合同演習を実施し、バイ
デン政権発足後も、2021年2月、同様の演習を再
び実施している。さらに、わが国やオーストラリ

アといったパートナー国との共同訓練も実施して
いる。それに対し、中国は、地域の平和や安定に
つながらないなどと米国を批判している。
今後、南シナ海において、法の支配に基づく自

由で開かれた秩序の形成が重要である中、軍事的
な緊張が高まる可能性があり、「自由で開かれた
インド太平洋（FOIP）」というビジョンを米国と
ともに推進するわが国としても、高い関心を持っ
て注視していく必要がある。

3　台湾

中国は、台湾は中国の一部であり、台湾問題は
内政問題であるとの原則を堅持しており、「一つ
の中国」の原則が、中台間の議論の前提であり、
基礎であるとしている。中国は、外国勢力による
中国統一への干渉や台湾独立を狙う動きに強く反
対する立場から、武力行使を放棄していないこと
をたびたび表明している。2005年3月に制定さ
れた「反国家分裂法」では、「平和的統一の可能性
が完全に失われたとき、国は非平和的方式そのほ
か必要な措置を講じて、国家の主権と領土保全を
守ることができる」とし、武力行使の不放棄が明
文化されている。
一方、米国は、従来、台湾関係法、米中共同コ

ミュニケ及び6つの保証に基づいて、台湾に関す
る政策を進めてきており、「一つの中国」政策につ
いても変更することはないとしているが、トラン
プ政権以降、台湾への関与をより深めていく認識
を示している。2019年6月に国防省が公表した
「インド太平洋戦略報告」では、台湾との強力な
パートナーシップを追求する旨言及するととも
に、2021年1月にホワイトハウスが公表した「イ
ンド太平洋のための米国の戦略的枠組み」におい
ては、台湾による効果的な非対称防衛戦略及び能
力の開発を援助していくとともに、台湾を含むい
わゆる「第一列島線」の諸国家などを防衛する能
力の保有を目指すとしている。
米国は、台湾関係法に基づき台湾への武器売却

を決定してきており、2017年のトランプ政権発
足以降では11回行われている。2019年には、
F-16C/Dブロック70戦闘機66機などを売却す
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る方針を議会に通知しているが、戦闘機の売却は
1992年以来27年ぶりである。また、2020年10
月から11月には、高機動ロケット砲、長距離空対
地ミサイル、地対艦ミサイルなどを売却する方針
を立て続けに議会に通知している。さらに、米艦
艇による台湾海峡通過を頻繁に実施している。
また、米国は台湾への政府高官訪問をより積極
的に実施していく姿勢を示してきた。2020年8
月にはエイザー保健福祉長官、同年9月にはク
ラック国務次官が台湾を訪問し、2021年1月、ポ
ンぺオ国務長官は、中国政府に配慮して自主的に
設けてきた台湾当局者との接触に関する制限を撤
廃すると発表した。
さらに、米国は、政府のみならず、議会も台湾
に対する支援を一層強化する方針を示してきてい
る。2018年12月に成立した「アジア再保証イニ
シアティブ法」には、台湾への定期的な武器売却
や政府高官の台湾訪問の推進が盛り込まれ、ま
た、2020年3月に成立した「台湾同盟国際保護強
化イニシアティブ法（TAIPEI法）」にも台湾への
定期的な武器売却の推進が盛り込まれている。同
法には、台湾の安全などを脅かす行動をとった国
との経済、安全保障及び外交関係の見直しや、台
湾の国際機関への加盟などの支援などを政府に促

す内容も盛り込まれている。
中国は、台湾周辺での軍事活動をさらに活発化

させている。特に、台湾国防部によれば、2020年
年9月以降、中国軍機による台湾海峡「中間線」
の台湾側への進入や、台湾南西空域への進入が増
加している。台湾国防部によると、同年の1年間
で中国軍機延べ約380機が台湾南西空域に進入
した。また、同年には、空母を含む中国軍艦艇が
バシー海峡を通過して訓練を実施した。これら台
湾周辺での中国側の軍事活動の活発化と台湾側の
対応により、中台間の軍事的緊張が高まる可能性
も否定できない状況となっている。
このような米中間の動向は、バイデン政権でも

継続していくとみられる。米国は、バイデン大統
領就任式に、台湾と断交した1979年以降初めて、
駐米台北経済文化代表処代表を招待した。また、
首脳会談や外交トップ会談を含め、軍事面などに
おいて台湾への圧力を停止するよう繰り返し中国
に求める発言をしている。さらに、米艦艇による
台湾海峡通過も実施しており、中国は、それに対
して強く反発している。2021年1月、10機以上
の中国軍機が、2日連続で台湾南西空域に進入し、
同月、一部中国メディアは、中国軍機による台湾
周辺の飛行は既に常態化しており、台湾上空に出
現することもそう遠くないと指摘した。バイデン
政権が、トランプ政権と同様に、軍事面において
台湾を支援する姿勢を鮮明にしていくなか、台湾
を核心的利益と位置づける中国が、米国の姿勢に
妥協する可能性は低いと考えられ、台湾をめぐる
米中間の対立は一層顕在化していく可能性があ
る。台湾をめぐる情勢の安定は、わが国の安全保
障にとってはもとより、国際社会の安定にとって
も重要であり、わが国としても一層緊張感を持っ
て注視していく必要がある。

専用機で台湾に到着したクラック米国務次官（当時）【台湾外交部HP】
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3 	台湾の軍事力と中台軍事バランス	台湾の軍事力と中台軍事バランス

7	 1992年に中台当局が「一つの中国」原則について共通認識に至ったとされるもの。当事者とされる中国共産党と台湾の国民党（当時の台湾与党）の間で「一
つの中国」にかかる解釈が異なるとされるほか、台湾の民進党は「92年コンセンサスを受け入れていない」としてきている。

8	 2019年9月24日付の台湾外交部HPによる。

1　中国との関係

2016年に就任した民進党の蔡
さい
英
えい
文
ぶん
総統は、「一

つの中国」を体現しているとする「92年コンセン
サス」について一貫して受け入れていない旨を表
明している7。これに対して中国は、民進党が「92
年コンセンサス」の受け入れを拒否することで一
方的に両岸関係の平和的発展という政治的基礎を
破壊しているなどと批判するとともに、「92年コ
ンセンサス」を堅持することは両岸関係の平和・
安定にとって揺るがすことができない基礎である
と強調している。
習総書記は2019年1月の「台湾同胞に告げる
書」40周年記念大会で、「台湾での『一国二制度』
の具体的な実現形式は、台湾の実情を十分に考慮
する」などとして5項目の対台湾政策を提起した。
これに対し、蔡総統は即日、「一国二制度」を断固
受け入れないとする談話を発表し、「公権力を有
する機関同士」の対話を呼びかけた。2020年1月
の総統選において過去最多得票で勝利し再選を果
たした蔡総統は、記者会見で「今回の選挙結果は
台湾人民の価値を代表し、『一国二制度』を拒否す
るものである」などと発言した。これに対して中
国は、「台湾島内の情勢が如何に変化しようとも
世界には一つの中国しかなく、台湾は中国の一部
であるという基本的事実は変わることはない」な
どとし、台湾側をけん制している。
蔡総統の一期目就任前後から、国際機関が主催
する会議などにおいて、これまで参加していたも
のを含め、相次いで台湾代表が出席を拒否された
り、台湾に対する招待が見送られたりするなどし
ている8。さらに、2019年9月にはソロモン諸島
及びキリバスが中国と外交関係を樹立したことに
より、台湾の国交国は2016年5月の蔡政権発足
当初の22か国から15か国に減少している。台湾
当局はこれらを「中国による台湾の国際的空間を
圧縮する行為」などとし、強い反発を示している。

2　台湾の軍事力

中国は、台湾に対する武力行使を放棄しない意
思を示し続けており、航空・海上封鎖、限定的な
武力行使、航空・ミサイル作戦、台湾への侵攻と
いった軍事的選択肢を発動する可能性があり、そ
の際、米国の潜在的な介入の抑止又は遅延を企図
することが指摘されている。このような中国の動
向に対し、台湾は、蔡総統のもと、戦闘機、艦艇な
どの主要装備品と非対称戦力を組み合わせた多層
的な防衛態勢により、中国の侵攻を可能な限り遠
方で阻止する防衛構想を打ち出しており、これは
中国軍の侵攻を遅らせ、米軍介入までの時間稼ぎ
を想定しているとみられる。2019年9月の蔡政
権下で2回目の発表となる国防報告書（2019国
防報告書）でもこの構想を踏襲したほか、台湾は
インド太平洋地域における米国の重要な安全保障
上のパートナーであると明記した。
また、台湾は、2021年3月に2009年以降4回目

となる「4年ごとの国防総検討（QDR）」を公表し
た。同文書は、今後4年間の国防戦略及び戦力整備
の方針を提示し、国防の強化に資することを目的
とする報告書であり、その中で、中国の軍事脅威
を、台湾海峡周辺海域の封鎖や外国軍支援阻止
（A2/AD）の能力を保持しつつ、台湾侵攻を想定し
た着上陸訓練やグレーゾーン戦略の実施などに

量産型コルベット1番艦「塔
とう
江
こう
」【台湾国防部軍事新聞通信社HP】
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よって作戦能力を強化していると評価している。そ
のうえで、台湾は、長射程兵器や非対称戦力の増
強、警戒監視能力の整備などによって防衛能力を
強化し、中国のグレーゾーン事態に対しては、ビッ
グデータ解析などの新技術活用や海軍と海巡署と
の連携などによってこれに対処するとしている。
台湾は1951年から徴兵制を採用してきたが、
兵士の専門性を高めることなどを目的として志願
制への移行が進められ、徴兵による入隊は2018
年末までに終了した。ただし、4か月間の軍事訓
練を受ける義務は引き続き維持され、台湾国防部
は台湾軍の兵役制度を「志願制・徴兵制の併用」
と説明している。
台湾軍の勢力は、現在、海軍陸戦隊を含めた陸
上戦力が約10万人であり、このほか、有事には
陸・海・空軍合わせて約166万人の予備役兵力
を投入可能とみられている。海上戦力については、
米国から導入されたキッド級駆逐艦のほか、自主
建造したステルスコルベット「沱江（だこう）」な
どを保有している。航空戦力については、F-16
（A/B及びC/D）戦闘機、ミラージュ2000戦闘
機、経国戦闘機などを保有している。

3　中台軍事バランス

中国が継続的に高い水準で国防費を増加させる
一方、2021年度の台湾の国防費は約3,618億台湾
ドルと約20年間でほぼ横ばいである。同年度の中
国の公表国防費は約1兆3,553億元であり、台湾
中央銀行が発表した為替レートで米ドル換算して
比較した場合、台湾の約16倍となっている。なお、
中国の実際の国防支出は公表国防費よりも大きい
ことが指摘されており、中台国防費の実際の差は
さらに大きい可能性がある。このような中、蔡総統
は、国防予算を増額するよう指示している。
2019国防報告書では中国の軍事力について、

現時点では「台湾の離島」に対する統合着上陸戦
力のみ保有する一方で、いわゆる第二列島線以西
の海・空域での早期警戒能力や台湾海峡周辺の
海、空域に対する封鎖作戦遂行能力を既に保有す
るなどと評価するとともに、「中国は台湾海峡で
の軍事不均衡を激化させており、台湾の国防安全
保障に対して重大な脅威」との認識を示した。
中国軍がミサイル戦力や海・空軍力の拡充を進

める中で、台湾軍は、装備の近代化が課題となっ

図表Ⅰ-2-3-1 中台軍事力の比較

（注）　資料は、「ミリタリー・バランス（2021）」などによる。
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約2,300万人
徴兵による入隊は2018年末までに終了

（ただし、1994年以降に生まれた人は4か月の
軍事訓練を受ける義務）
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ている。
中台の軍事力の一般的な特徴については次のよ
うに考えられる。
①　陸軍力については、中国が圧倒的な兵力を
有しているものの、台湾本島への着上陸侵攻
能力は現時点では限定的である。しかし、近
年、中国は大型揚陸艦の建造など着上陸侵攻
能力を着実に向上させている。
②　海・空軍力については、中国が量的に圧倒
するのみならず、台湾が優位であった質的な
面においても、近年、中国の海・空軍力が急
速に強化されている。こうした中で台湾は、
ステルスコルベットなどの非対称戦力の整備
に注力している。
③　ミサイル攻撃力については、台湾は、
PAC-2のPAC-3への改修及びPAC-3の新
規導入を進めるなど弾道ミサイル防衛を強化
している。しかし、中国は台湾を射程に収め
る短距離弾道ミサイルなどを多数保有してお
り、台湾には有効な対処手段が乏しいとみら
れる。

軍事能力の比較は、兵力、装備の性能や量だけ
ではなく、想定される軍事作戦の目的や様相、運
用態勢、要員の練度、後方支援体制など様々な要
素から判断されるべきものであるが、中台の軍事
バランスは全体として中国側に有利な方向に変化
し、その差は年々拡大する傾向が見られている。
今後の中台の軍事力の強化や、米国による台湾へ
の武器売却、台湾による主力装備の自主開発など
の動向に注目していく必要がある。

図表Ⅰ-2-3-1（中台軍事力の比較）
図表Ⅰ-2-3-2（台湾の防衛当局予算の推移）
図表Ⅰ-2-3-3（中台の近代的戦闘機の推移）

 参照

図表Ⅰ-2-3-2 台湾の防衛当局予算の推移

（注）　台湾行政院主計総処HPによる
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図表Ⅰ-2-3-3 中台の近代的戦闘機の推移

（注）　ミリタリー・バランス(各年版)による
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